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<現状>  
 ・景気は、緩やかな回復基調が続いているが、消費税率引上   

  げに伴う駆け込み需要の反動により、このところ弱い動きも   

  みられる。 

 ・消費者物価は、緩やかに上昇している。 

<日本経済の基調判断> 

 
 

<先行き>  
 先行きについては、当面、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
により弱さが残るものの、次第にその影響が薄れ、各種政策の効果が発
現するなかで、緩やかに回復していくことが期待される。ただし、海外景気
の下振れが、引き続き我が国の景気を下押しするリスクとなっている。 



<政策の基本的態度> 

  政府は、大震災からの復興を加速させるとともに、デフレからの早期
脱却と経済再生の実現に向けて全力で取り組む。このため、「経済財
政運営と改革の基本方針」に基づき経済財政運営を進めるとともに、
「日本再興戦略」の実行を加速化し、強化する。また、経済の好循環の
実現に向け、「好循環実現のための経済対策」を含めた経済政策パッ
ケージを着実に実行するとともに、平成26年度予算の早期実施に努め
る。 

 日本銀行には、２％の物価安定目標をできるだけ早期に実現すること
を期待する。 

 政府は、 

 ・12月５日、消費税率の引上げの影響緩和と経済の成長力の底上げによる成長 

  軌道への早期復帰を目的とした「好循環実現のための経済対策」（閣議決定） 
 ・12月12日、平成25年度補正予算（概算）及び「平成26年度予算編成の基本方 

  針」（閣議決定） 
 ・12月20日、「経済の好循環の実現に向けた政労使の共通認識」（経済の好循環 

  の実現に向けた政労使会議）（Ｐ） 
 ・12月21日、「平成26年度経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（閣議了解） 
 ・12月24日、平成26年度予算政府案（概算）（閣議決定） 
をとりまとめた。 
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（業界団体ヒアリング結果）

４月第１週は前年比で減少、第２週

も反動減の程度は変わっていない

（備考）内閣府作成。

個人消費の動向①
○２月の個人消費は大雪の影響で減少

○自動車販売は１月をピークに減少

(備考)１．GfKジャパン（全国の有力家電量販店販売実績を調査・集計）により内閣府作成。

２．テレビ、エアコン、冷蔵庫、パソコン、携帯電話の５品目の合計。

３．３月第４週の前年比は、2014年３月24日～31日の１日当たり販売金額の、2013年３月25日～31日の

１日当たり販売金額に対する伸び率。また、４月第１週の前年比は、2014年４月１日～６日の１日当

たり販売金額の、2013年４月１日～７日の１日当たり販売金額に対する伸び率。

（備考）１．日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会により作成。

２．内閣府による季節調整値を指数化したもの。
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４月第２週は、ＸＰサポート切れの影

響によりパソコンが大きく増加

○家電販売は４月に入り減少
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（ヒアリング結果）

４月第２週は、加工食品、米などの下

落幅が縮小し、徐々に持ち直しの動き

○飲食料品販売は４月に入り減少

(備考)１．KSP（全国の食品スーパーマーケット販売実績を調査・集計）により内閣府作成。

２．加工食品、飲料・酒類、菓子類の３品目の合計。

３．３月第４週の前年比は、2014年３月24日～31日の１日当たり販売金額の、2013年３月25日～31日の

１日当たり販売金額に対する伸び率。また、４月第１週の前年比は、2014年４月１日～６日の１日当

たり販売金額の、2013年４月１日～７日の１日当たり販売金額に対する伸び率。第２週の前年比は、速報値。

家電販売金額（家電量販店）



個人消費②／住宅投資の動向
○百貨店売上は４月に入り減少

○サービスでは底堅さも
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（年）

住宅着工戸数（1997年頃との比較）

2012年～
特例の契約期限→

１月 前年比 ＋12.3％

２月 前年比 ＋ 1.0％

（備考）１．国土交通省「住宅着工統計」により作成。季節調整値を指数化したもの。

２．消費税については、引渡し時点での消費税率が原則として適用されるが、請負契約に基づく譲渡等については、

特例により、1996年９月までに契約すれば、1997年４月以降の引渡しになっても従前の消費税率が適用される

こととなっていた。2013年４月の税率引上げ時も同様。

○住宅建設は１月から減少
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住宅受注状況

戸建注文住宅（大手５社平均）

低層賃貸住宅（大手４社平均）

（備考）各社IR情報により作成。受注実績前年比の前決算期受注額による加重平均。

（2012年、1995年＝100）ヒアリング結果（４月第２週）

ヒアリング結果（４月第２週）

旅行A社

特に国内旅行において、増税の影響による消費マイン
ドの低下傾向が見受けられる。海外旅行は、７月の予
約状況の伸びに強い動きがみられる。旅行方面では、
アジア方面の伸長率が大きい。

外食B社
３月から４月にかけて大きな変化はなく、前年比プラ
スで推移。現時点では、消費者の節約志向はみられ
ず、高価格帯メニューにも影響がみられない。

外食C社
４月に入ってからも、高質で新しい商品を中心に動き
が良く、消費税率引上げ後も客数・客単価ともに好調
に推移。

百貨店A社
４月第１週は前年比２割、第２週は前年比２割弱の売上
減。特選ブランドや呉服や時計・宝飾等、駆け込みで売
上を大きく伸ばした商品群で反動減の影響が大きい。

百貨店B社
衣料品や身の回り品などにおいて、第１週に比べて若干
売上トレンドは持ち直しているが、引き続き３月の反動
が続いている。

百貨店C社

現在の動向は、ほぼ想定内。前年比減少幅は第１週と比
べて縮小。駆け込み・反動減ともに高額品が中心。た
だ、気温上昇などもあり、普段着に使う衣服などは、改
善傾向。
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資本財総供給（一致指標）

１月 前月比 ＋ 11.1％

２月 同 ▲ 4.7％
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機械受注

（船舶・電力を除く民需）

（10億円） 機械受注（先行指標）

前月比 １月 ２月

産業計 +13.4％ ▲8.8％

製造業 +13.4％ ▲11.9％

非製造業 +12.1％ ▲8.4％

○設備投資は持ち直し

設備投資／公共投資の動向

(備考)経済産業省「鉱工業出荷内訳表、鉱工業総供給表」により作成。輸送機械含む。

（期）

（年）
(備考)東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。

○公共投資は底堅く推移

(備考)内閣府「機械受注統計」により作成。なお、12月の調査公表時点の１－３月期見通しは前期比▲2.9％。
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○設備投資計画は製造業で強め

日銀短観（土地含む）

(備考)日本銀行「全国短期経済観測調査」により作成。製造業は75年～13年、非製造業は84～13年の平均値。
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完全失業率と有効求人倍率（倍）

有効求人倍率

(月)

(年)

完全失業率
（目盛右）

（％）

完全失業率

１月 3.7％（15～24歳 6.5％）

２月 3.6％（15～24歳 5.8％）

有効求人倍率

１月 1.04

２月 1.05

雇用・賃金の動向

○雇用情勢は着実に改善

（備考）厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」により作成。季節調整値。

○一人当たり賃金は２月は前年比横ばい

（備考）厚生労働省「毎月勤労統計」により作成。

○求人動向への増税の影響は軽微

ヒアリング結果（４月第２週の状況）

○賃上げの動きに広がり

（備考）１．日本労働組合総連合「春季生活闘争」により作成。

２．賃金引上げは、４月14日調査の値。それ以外は３月末調査の値。

３．賃金引上げは、前年と同一組合による比較値。平均賃金方式。

春闘妥結状況（抜粋）
賃金引上げ

2014年回答 昨年対比 組合数

全規模 6,480円
2.21％

＋1,235円
＋0.41％pt

2,168

300人未満 4,723円
1.94％

＋726円
＋0.31％pt

1,409

一時金（年間方式）
月数 5.19か月 ＋0.57か月 1,109

金額 163.6万円 ＋10.9万円 539
非正規労働者賃金引上げ

時給
（加重平均）

12.29円 ▲3.08円
129

（昨年：69）

人材派遣
人材紹介
A社

正社員領域は、消費税増税の影響はそれほど見られない。
アルバイト・パート領域は、これまで採用難が続いていた
ことを背景に、今のところ影響が出ていない。派遣領域
は、一部の白物家電で採用ニーズの減少が見られるが、全
体としての影響は軽微。

人材派遣
人材紹介
B社

正社員領域は、中途採用の動きが多少鈍化しているが、例
年に比べて特に落ち込んでいるわけではない。アルバイ
ト・パート領域は、昨年から継続して人手不足であり、引
き続き堅調に推移。期間工などの雇い止めの動きも見られ
ない。

人材派遣
人材紹介
C社

派遣領域については、業績に影響を与えるほどの駆け込み
需要はなかったため、反動減は見受けられない。正社員領
域についても、特に消費税増税の影響はなかった。
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全体

中国
（18.1%)

ＥＵ
（10.0%）

アメリカ
（18.5%）

輸出 前月比
12月 ▲0.2％
１月 ▲0.9％
２月 ＋2.9％

（2010年=100）

（月）

（年）

地域別輸出数量

アジア（除く中国）
（36.2%)

（備考）財務省「貿易統計」により作成。季節調整値。括弧内は2013年の金額ウェイト。

○輸出は横ばい

（備考）１．財務省「国際収支状況」により作成。季節調整値。

２．2013年の経常収支は3.2兆円（2012年：4.7兆円）、貿易収支は▲8.8兆円（2012年：▲4.3兆円）。
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（兆円）

第一次所得収支

貿易収支

経常収支

（月）
（年）

経常収支の推移

サービス収支

第二次所得収支

外需の動向
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輸入数量

（月）

（年）

（2010年=100）

（備考）財務省「貿易統計」により作成。季節調整値。

○輸入はこのところ増勢が鈍化

輸入 前月比
１月 ＋3.8％
２月 ▲5.5％
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鉱工業生産・出荷・在庫・在庫率

在庫（目盛右）

在庫率（目盛右）

出荷

生産

（2010年＝100）

予測調査

(月)

(年)

（2010年＝100）

（備考）１．経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。

２．３、４月の数値は、製造工業生産予測調査による。

○生産はおおむね横ばい

生産の動向
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1995年～

2012年～

生産（前月比）

１月 ＋3.9％ ２月 ▲2.3％

予測調査

３月 ＋0.5％ ４月 ▲0.6％
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（備考）１．総務省「消費者物価指数」により作成。

２．コア前年比は指数から算出のため、端数処理により総務省公表値と異なる場合がある。
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企業物価

（月）
（年）

（2010年＝100）

輸入物価

国内企業物価

（2010年＝100）

3月(国内) 前月比 0.0％ (輸出) 前月比 ▲0.2％
前年比 ＋1.7％ 前年比 ＋2.3％

(輸入) 前月比 ▲0.2％
前年比 ＋4.4％

輸出物価（円ベース、目盛右） （円ベース、目盛右）

○国内企業物価は横ばい

（備考）１．日本銀行「企業物価指数」により作成。

２．国内企業物価は、夏季電力料金調整後。
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消費者物価（連鎖基準）

（月）
（年）

（前年比、％）

生鮮食品を

除く総合

（コア）

生鮮食品、石油製品
その他特殊要因を除く総合

（コアコア）

前年比
２月 コア ：＋1.2％

コアコア：＋0.9％

物価の動向
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消費者物価（連鎖基準）

（月）
（年）

（2010年＝100）

生鮮食品を除く総合

（コア）

生鮮食品、石油製品
その他特殊要因を除く総合

（コアコア）

前月比
２月 コア ：＋0.0％

コアコア：＋0.1％

○消費者物価は緩やかに上昇

（備考）１．総務省「消費者物価指数」により作成。季節調整値。

２．「生鮮食品、石油製品その他特殊要因を除く総合」（コアコア）は、「生鮮食品を除く総合」（コア）から石油製品

（ガソリン、灯油、プロパンガス）、電気代、都市ガス代、及びその他の公共料金等を除いたもの。
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1997/2014

（前年比、％）

1997年

消費税率引上げ

2014年

（月）
（年）

東大日次物価（税抜）

○食料品、日用雑貨品の価格は底堅い動き

（備考）１．東大日次物価指数プロジェクト「東大日次物価指数」により作成。

２．東大日次物価指数は、全国のスーパーマーケットのPOSデータを用いて、食料品及び日用雑貨品について日次の

物価指数を算出したもの。東大日次物価指数では品質調整が行われていないため、容量の削減などによる実質

値上げの影響等が含まれず、指数が低めに出る傾向。



消費税増税の影響が一服するには、夏ごろまではかかる。夏休みの旅行の問い
合わせは増加しているため、夏のボーナスの支給額によっては良くなる可能性も
ある（近畿＝旅行代理店）。

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因：駆込み需要の反動減やマインド低下への懸念

［家計関連］ﾌﾟﾗｽ要因：幅広い品目で駆け込み需要が強まった ［家計関連］ﾌﾟﾗｽ要因：賞与の増加への期待

［雇用関連］ﾏｲﾅｽ要因：駆込み需要の反動減やマインド低下への懸念

▲
自動車製造業については駆け込み需要に一服感があるため、４月には人材派遣
の需要は落ち着く（中国＝人材派遣会社）。

◎
前月に続き、消費税増税前の駆け込み需要で耐久消費財の家具、家電、敷物の好
調に加え、化粧品、紳士婦人高級衣料・雑貨、美術・画廊、貴金属、時計、眼鏡も好
調に推移している（九州＝百貨店）。

○
消費税増税前のまとめ買い需要が一般食品、菓子、酒類、米、し好品、家庭用品、
衣料などを中心に大きくなっている（東北＝スーパー）。

□

□

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因：駆込み需要の反動減やマインド低下への懸念

▲
４月からの消費税率引上げによる消費の前倒しの影響により、物量は減少する
（北陸＝輸送業）。

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因：駆込み需要が一巡

□
駆け込み需要による販売台数の増加が落ち着いてきている。消費税増税までに納
車が間に合わないとなった段階で来客数も落ち込み始めている（北海道＝乗用車
販売店）。

［企業関連］ﾌﾟﾗｽ要因：受注や生産の増加

▲
消費税増税後の不安感はあるが、賃上げが広がったことで消費マインドは多少好
転しており、1997年の消費税増税と違い、影響は限定的で２か月ほどだと思って
いる（北関東＝スーパー）。

×
消費税増税前の駆け込み購入でお金を使い過ぎ、外食の回数や使用金額はしば
らくは確実に落ちそうである（沖縄＝その他飲食［居酒屋］）。

［企業関連］ﾌﾟﾗｽ要因：政策効果への期待

消費税増税後となり、建築確認申請の減少もあり、住宅関係はやや悪くなるが、
施設建設を行う公共事業が前年よりも微増となるため、全体としては変わらない
（北海道＝金属製品製造業）。

◎
消費税増税を前にして、月を追って荷動きが活発になっている。例年３月は年度末
で荷動きが活発であるが、それにも増して日毎に物量が増加している（東海＝輸送
業）。

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因：駆込み需要が一巡

住宅部材の消費税増税前の駆け込み需要が一段落し、販売量が減少している（東
北＝木材木製品製造業）。

［雇用関連］ﾌﾟﾗｽ要因：多くの業種で求人が増加

▲

○
新規雇用を増やす意欲のある企業が多くなっている。これまで先行き不透明で採用
を差し控えていた企業、特に製造業でその傾向がみられる。業績好調による製造ラ
インの新規稼働によるところも多い（四国＝求人情報誌）。
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先行き判断ＤＩ

３月 34.7
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現状判断ＤＩ

３月 57.9

景気の現状判断：過去最高水準 景気の先行き判断：大震災以来の低水準

＜現状判断コメント＞（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪） ＜先行き判断コメント＞（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪）

（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」（2014年３月調査、調査期間：３月25日～31日）を基に作成。

景気ウォッチャー調査（「街角景気」）①

良くなっている

悪くなっている

良くなる

悪くなる
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○先行き判断はすべての地域で低下
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（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」より作成。
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（ＤＩ） 先行き判断ＤＩ（分野別）

2014年１月→２月→３月

○先行き判断は家電、百貨店、乗用車等で更に低下

○現状判断は家電、百貨店、スーパー等で上昇
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先行き（2013～14年）実績（2013～14年）

先行き（1996～97年）
実績（1996～97年）

業況判断ＤＩ（短観）（良い－悪い、％Pt）

○日銀短観：先行き判断は慎重

（備考）1.日本銀行「全国短期経済観測調査」により作成。

2.全規模全産業。

3.1996年は２、５、８、11月調査。

景気ウォッチャー調査②／日銀短観

（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」より作成。 （備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」より作成。
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○雇用者数は増加、失業率はおおむね横ばい
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3月
＋19.2万人

失業率
（右目盛）

（前月差、万人）

民間非製造業雇用者数
（前月差）

政府雇用者数
（前月差）

民間製造業雇用者数
（前月差）

（％）

政府支出

（前期比年率、％）

実質ＧＤＰ成長率
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（兆ドル）

（月）
（年）

（備考）2013年10～12月期の寄与度（％）は以下のとおり。個人消費：2.2、民間設備投資：0.7、
住宅投資：▲0.3、在庫投資：0.0、政府支出：▲1.0、純輸出：1.0。

・景気は緩やかに回復

○消費は緩やかに増加

在庫投資

住宅投資

個人消費

（期）
（年）

純輸出

民間設備投資

アメリカ経済の動向

○2013年10～12月期実質ＧＤＰは前期比年率2.6％増

実質可処分所得

2月 前月比＋0.3％

（1985年＝100）

消費者信頼感指数（右目盛）
（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ）
3月：82.3（前月比＋4.0）

実質個人消費支出

2月 前月比＋0.2％

3月
6.7％

（月）
（年）

○住宅着工件数はこのところ増勢が鈍化
住宅価格は上昇
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住宅着工件数
3月 94.6万件

(前月比＋2.8％）

（万件） （2000年=100）

ケース・シラー指数(住宅価格)（右目盛）
（主要20都市、季節調整値）1月 前月比＋0.8％

（月）
（年）



  

　

・景気は緩やかに拡大しているが、このところ弱い動き

○生産は伸びがこのところやや低下
輸出は伸びがこのところ低下

中国経済の動向
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（前年比、％）

輸出（金額）
３月 ▲6.6％
（右目盛）

（月）
（年）

生産
３月 ＋8.8％

（前年比、％）
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7.7％

暦年（11年）＋9.3％

（12年）＋7.7％

（13年）＋7.7％
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7.8％

7.4％

○実質ＧＤＰ成長率
○消費は伸びがこのところやや低下
投資は伸びが低下
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（月）
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小売総額（実質）

3月 ＋10.8％

固定資産投資(名目）
3月 ＋17.5％（右目盛）

小売総額（名目）

3月 ＋12.2％

（前年比、％）

（備考）固定資産投資の名目伸び率（前年比）は、単月試算値の３か月移動平均の前年比。
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（月）
（年）

（09年１月＝100）

（前月比） １月 ２月

北京 ＋0.4％ ＋0.2％

上海 ＋0.5％ ＋0.4％

深セン ＋0.4％ ＋0.2％

北京

上海

深セン

○新築住宅販売価格は上昇幅が縮小

（備考）1．価格水準は、09年１月の１㎡当たりの価格を100として指数化。



　　

・景気は持ち直しの動き

ヨーロッパ経済の動向

〇ユーロ圏の失業率は高水準で横ばい
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ドイツ

スペイン(右目盛)

フランス

英国

ギリシャ 1月 26.7％
ポルトガル 2月 15.3％
アイルランド 2月 11.9％
イタリア 2月 13.0％

ユーロ圏

（月）

（年）

スペイン

2月 25.6％

ユーロ圏

2月 11.9％

フランス

2月 10.4％

ドイツ

2月 5.1％

英国

2月 6.9％

（％）（％） 失業率

〇ユーロ圏の生産は底堅い動き
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＜前月比＞
ユーロ圏 2月 ＋0.2％
ドイツ 2月 ＋0.4％
フランス 2月 ＋0.1％
英国 2月 ＋0.9％

鉱工業生産（2009年=100）
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（前期比年率、％）
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13年10－12月期
ユーロ圏 ＋0.9％ イタリア ＋0.3％
ドイツ ＋1.5％ スペイン ＋0.7％
フランス ＋1.2％ ポルトガル ＋2.5％
英国 ＋2.7％ ＥＵ ＋1.6％

〇ユーロ圏の10－12月期実質ＧＤＰは前期比年率0.9％増
実質ＧＤＰ成長率
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（前年同月比、％） 消費者物価上昇率

（備考）1．ＥＣＢのインフレ参照値は２％を下回りかつ２％近傍。

2．コア消費者物価は、総合からエネルギー、生鮮食品を除いたもの。

ユーロ圏
（コア）
3月 0.9％

ユーロ圏
（総合）
3月 0.5％

○ユーロ圏の物価上昇率は低下
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ドイツＤＡＸ

日経平均
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（金融資本市場・原油価格の動向）
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（対円レート、
12年１月２日＝100）

円高
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韓国ウォン
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ドル安
各国通貨高

ドル高
各国通貨安

ロシアルーブル

各国の国際金融動向為替レートの推移

（主な新興国経済の状況）

（月）
（年）

（対ドルレート、
13年１月１日＝100）

ブラジルレアル

インドルピー

インドネシア
ルピア

トルコリラ

南アフリカランド

タイバーツ

実質経済成長率の推移

ウクライナ

クリブナ

（前年比、％）

2013年４－６月期→７－９月期→10－12月期

(備考)経常収支、外貨準備高、対外債務はそれぞれ最新の公表値（13年10-12月期もしくは13年7-9月期）より作成。

(備考)アルゼンチンの13年10-12月期については、ブルームバーグ調査の中央値を記載。

為替騰落率
（％）

（5月22日以降）

為替騰落率
（％）

（12月17日以降）

経常収支
（ＧＤＰ比、％）

外貨準備高
（ＧＤＰ比、％）

対外債務
（ＧＤＰ比、％）

世界のＧＤＰに
占めるシェア（％）

インドネシア ▲ 17.0 5.7 ▲ 3.2 11.4 30.4 1.2

トルコ ▲ 15.0 ▲ 4.3 ▲ 6.6 18.8 47.4 1.1

ブラジル ▲ 8.9 3.7 ▲ 3.6 16.0 13.7 3.1

南アフリカ ▲ 10.5 ▲ 1.8 ▲ 5.9 13.1 42.5 0.5

インド ▲ 8.6 2.9 ▲ 2.8 17.2 27.4 2.5

タイ ▲ 8.3 ▲ 0.5 ▲ 0.7 43.2 38.0 0.5

アルゼンチン ▲ 52.3 ▲ 26.4 ▲ 0.2 6.4 28.9 0.7

ロシア ▲ 15.7 ▲ 9.8 2.6 24.9 34.9 2.8

ウクライナ ▲ 46.8 ▲ 44.4 ▲ 8.9 11.2 75.7 0.2
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（兆円）

大企業製造業

大企業非製造業

計画

中小企業非製造業

中小企業製造業

想定為替レート

（大企業・製造業）
2014年度 99.48円
上期 99.38円
下期 99.58円

（年
度）

前年度比

▲3.1％

同▲1.5％

同▲1.1％

同＋2.7％

経常利益（短観）
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（良い－悪い、％Pt）

大企業製造業
大企業非製造業

中小企業製造業

中小企業非製造業

先行き

業況判断ＤＩ（短観）

３月調査 現状（前期差） 先行き

大企業・製造業 17（+1） 8

大企業・非製造業 24（+4） 13

中小企業・製造業 4（+3） -6

中小企業・非製造業 8（+4） -4

（期）
（年）

（日銀短観の概要①）

（備考）日本銀行「全国短期経済観測調査」により作成。
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(月)
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非製造業

「過剰」超

「不足」超

予
測

（「過剰－不足」、％pt）

（日銀短観の概要②）

（備考）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。
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非製造業
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予
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（「過剰－不足」、％pt）

（備考）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。

-40
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-20
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0
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1995/ 2012 96/13 97/14

販売価格判断ＤＩ（中小企業・製造業、税抜き）

1995年～

（「上昇－下落」、％pt）

(月)

(年)

消費税率引上げ

（備考）1.日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。点線は先行き。

2.1995、1996年は２、５、８、11月調査。

（備考）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。選択肢のうち、「イメージを持っていない」は、

ヒストグラム上に表示していない。「見通しの平均」は、各選択肢の値（例えば、「＋5％程度」で

あれば「＋5％」、「＋6％程度以上」であれば「＋6％」と仮定）をウエイト付けした加重平均値。
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-3以下 -2 -1 0 ＋1 ＋2 ＋3 ＋4 ＋5 ＋6以上

物価全般の見通し（全規模・全産業、税抜き）

１年後の見通し

平均1.5％ ３年後の見通し

平均1.7％

(前年比、％程度)

１年後

３年後

（選択肢別構成比、％）

2012年～

設備判断ＤＩ（全規模）

雇用人員判断ＤＩ（全規模）
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（2012年11月差、兆円）

輸入数量
輸出価格

輸入価格

貿易収支（2012年11月差）
誤差

輸出数量

（貿易収支の動向①）

貿易収支の推移（2012年11月からの差（累積））

（月）

（年）
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（2010年差累積、兆円）

輸入価格

輸出数量

貿易収支（2010年差）

輸入数量

輸出価格

（年）

＋9.3

兆円

▲6.7

兆円

▲16.9

兆円

▲3.4

兆円

貿易収支の推移（2010年からの差（累積））

（備考：左上図）財務省「貿易統計」により作成。

（備考：左下図）財務省「貿易統計」により作成。内閣府による季節調整値。

品目別輸出数量
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(2010年＝100)
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(年)

電気機械工業
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石油化学製品
輸送機械工業 鉄鋼業

業種別生産能力指数

40

60

80

100

120

140

160

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 12

2008 09 10 11 12 13 14

鉄鋼
（5.4%)

一般機械
（19.1%）

自動車
（14.9%）

電気機器
（17.3%)

化学製品
（10.8%)

（2010年=100）

（月）
（年）

（備考：右上図）財務省「貿易統計」により作成。内閣府による季節調整値、後方３か月移動平均値。

括弧内は2013年の金額ウェイト。

（備考：右下図）経済産業省「鉱工業指数」により作成。原数値。



（貿易収支の動向②）
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（月）

（年）

（10億円）
機械受注（外需）

（備考）内閣府「機械受注統計」により作成。季節調整値。

自動車の海外生産能力拡張

（備考）自動車メーカー各社資料により作成。2013年の輸出台数は約467万台。
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（前期比、％）

（期）

（年）

実質輸入

実質輸出

（予測）

実質輸出入の民間見通し

（備考）ＥＳＰフォーキャストにより作成。４月調査総平均。
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（月）
（年）

1995年～

2012年～
消費税率引上げ

自動車の輸出台数（1997年頃との比較）
（万台）

（備考）財務省「貿易統計」により作成。内閣府による季節調整値。

・2013年11月 Ａ社 メキシコ 17.5万台

・2014年 1月 Ｂ社 メキシコ 14万台

・2014年 2月 Ｃ社 メキシコ 20万台

・2014年 2月 Ｃ社 インド 12万台

・2014年前半 Ａ社 ブラジル 20万台
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（倍）
有効求人倍率

2013年12月→2014年１月→２月

○有効求人倍率（２月）は多くの地域で上昇

○乗用車販売（２月）はすべての地域で減少
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(前月比、％）
乗用車販売登録台数

2013年12月 14年1月 2月

（備考）厚生労働省「一般職業紹介状況」より作成。季節調整値。

（備考）（社）日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」の登録ナンバー及び

（社）全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車日報累計表」より内閣府にて季節調整。
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新設住宅着工戸数

2013年12月 14年1月 2月

（前年同月比、％）

○住宅着工（２月）は一部地域で前年割れ

（地域経済）

○百貨店販売（４月前半）は反動により減少

2014年３月→４月１週目→４月２週目

（前年比、％）

（備考）各地域の百貨店へのヒアリングにより作成。税抜の売上高の前年比。
４月１週目は2014年４月１日～６日、４月２週目は2014年４月７日～13日の前年比を基本とするが、
集計日数は地域により若干異なる。

（備考）国土交通省「建築着工統計」より作成。


